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１．地震動評価に用いる地下構造モデルの設定
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地下構造モデルの設定方法（統計的グリーン関数法）

標高 
(m) 

層厚 
(m) 

密度ρ 
(g/cm３) 

Ｓ波速度 
Ｖｓ(m/s) 

Ｐ波速度 
Ｖｐ(m/s) 

Ｑ値 

0～ 

-56 
56 

地震観測点 

PS 検層結果 

地震観測点 

ボーリングデータ 

地震観測記録による同定解析結果 

（初期値は PS 検層結果） 

地震観測記録による 

同定解析結果を基に

安全側に設定 
-56～

-250 
194 

-250～

-430 
180 

１号機原子炉建屋 

PS 検層結果 

１号機原子炉建屋 

ボーリングデータ 
１号機原子炉建屋 PS 検層結果 

標高-250m 以浅 

の設定値を用いる 

-430～

-990 
560 

-990～

-2000 
1010 

弾性波 

探査結果 

ρ＝0.31Vp1/4 

物理探査 

ハンドブック

（1999） 

Vp と Vs の関係式 

により設定 

太田ほか（1985） 

弾性波 

探査結果 

-2000

～ 
－ － 防災科学技術研究所（2005） 

 

○敷地内・敷地周辺の調査結果・地震観測記録を活用して設定
○調査結果等がない場合，他機関の地下構造モデル等に基づき設定

①標高 0m～ -250m ： 地震観測点におけるボーリング調査・地震観測記録による同定解析
②標高 -250m～ -990m ： 1号機原子炉建屋位置におけるボーリング調査
③標高 -990m～-2000m ： 弾性波探査・文献
④標高-2000m～ ： 他機関の地下構造モデル

再掲(R3.10.22審査会合資料)

１． 地震動評価に用いる地下構造モデルの設定
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地下構造モデルの設定（標高0m～標高-250m）

標高 
(m) 

層厚 
(m) 

密度ρ 
(g/cm３) 

Ｓ波速度 
Ｖｓ(m/s) 

Ｐ波速度 
Ｖｐ(m/s) 

Ｑ値 

0～ 

-56 
56 

地震観測点 

PS 検層結果 

地震観測点 

ボーリングデータ 

地震観測記録による同定解析結果 

（初期値は PS 検層結果） 

地震観測記録による 

同定解析結果を基に

安全側に設定 
-56～

-250 
194 

-250～

-430 
180 

１号機原子炉建屋 

PS 検層結果 

１号機原子炉建屋 

ボーリングデータ 
１号機原子炉建屋 PS 検層結果 

標高-250m 以浅 

の設定値を用いる 

-430～

-990 
560 

-990～

-2000 
1010 

弾性波 

探査結果 

ρ＝0.31Vp1/4 

物理探査 

ハンドブック

（1999） 

Vp と Vs の関係式 

により設定 

太田ほか（1985） 

弾性波 

探査結果 

-2000

～ 
－ － 防災科学技術研究所（2005） 

 

○標高0m～-250mについては，以下の赤枠に示した方法により地盤モデルの諸元を設定している。次頁以降に設定に用いた検
討結果を示す。

再掲(R3.10.22審査会合資料)

１． 地震動評価に用いる地下構造モデルの設定
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地震観測点ＰＳ検層結果

地震観測点

ボーリング位置

ボーリング位置図

1号機

2号機

3号機

地震観測点PS検層結果
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-200
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-50

0
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速度（m/s）

標
高
（
m）

Vs

Vp

速度（m/s) 主とする地質

凝灰角礫岩

凝灰角礫岩

凝灰岩

地震観測点ＰＳ検層結果

再掲(R3.10.22審査会合資料)

１． 地震動評価に用いる地下構造モデルの設定
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No 発生年月日
震央位置

深さ
(km)

マグニ
チュード

Ｍ

震央
距離
(km)

地 名
（地震名）東経(°) 北緯(°)

1 1993. 7.12 139.180° 42.782° 35 7.8 113
北海道南西沖

（1993年北海道南西沖地震）

2 1993. 7.12 139.457° 43.022° 35 5.4 86
北海道南西沖

（1993年北海道南西沖地震・余震）

3 1993. 8. 8 139.882° 41.958° 24 6.3 131
北海道南西沖

（1993年北海道南西沖地震・最大余震）

地震観測記録を用いた地盤の同定解析

 

泊発電所

№1

№2

№3

※ １，２号炉観測点で観測
※ 地震の諸元は気象庁地震カタログ

同定解析に用いた地震観測記録

地震計の設置レベル配置図

○標高0m～-250mは地震観測記録を用いた同定解析により地下構
造モデル（Ｐ波速度，Ｓ波速度）を設定［初期値はＰＳ検層結果］

ＰＮ

Ｎ

再掲(R3.10.22審査会合資料)

１． 地震動評価に用いる地下構造モデルの設定
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地震観測記録を用いた地盤の同定解析

開　始

密度と層厚及び層数は固定値とする。

P波速度，S波速度及び減衰定数の初期値を設定する。

P波速度及びS波速度を同定する。

収束しているか？

YES

減衰定数のパラメータｈ０を同定する。

収束しているか？

YES

ｈ０≧0.0

YES

減衰定数のパラメータαを同定する。

収束しているか？

YES

同定結果が
設定誤差範囲内か？

YES

同定結果を用いた順解析により
観測記録との対応確認

終　了

同定結果を次の
初期値に設定

設定初期値
の変更

設定初期値
の変更

ｈ＝0.0
と設定

NO

NO

NO

NO

NO

○標高0m～-250mのＰ波速度，Ｓ波速度および減衰定数について，地震観測記録の観測点間のフーリエ振幅スペクトル比に適合する
ように同定

○解析手法は，佐藤他（1994）による
○密度はボーリングデータ，層厚および層数はＰＳ検層結果に基づき設定
○Ｐ波速度およびＳ波速度の初期値はＰＳ検層結果に基づき設定
○減衰定数は周波数依存型減衰

ｈ（ｆ）＝ｈ０×ｆ－α ｆ ： 周波数
ｈ０ ： 1Hzにおける減衰定数
α ： 周波数依存の度合い

同定解析に用いた地盤モデル［初期値］ Ｐ波速度，Ｓ波速度および減衰定数の同定解析手順 同定解析結果による地盤モデル

標高（m） 層厚（m）
S波速度
（m/s）

P波速度
（m/s）

密度
（g/cm3）

観測点

＋ 10

＋  2.3

－ 56

56 1175 2660 2.1

－ 90

－

10 480

±  0.0

1.8

194 1935 2.2

－250

1250

3230

標高＋10m

標高－250m

標高－ 90m

標高＋ 2.3m

標高（m） 層厚（m）
S波速度
（m/s）

P波速度
（m/s）

密度
（g/cm3）

観測点

＋ 10

＋  2.3

－ 56

56 1320 2600 2.1

－ 90

－

－250

194 1600 2.23170

±  0.0

10 480 1.81250

標高＋10m

標高－250m

標高－ 90m

標高＋ 2.3m

再掲(R3.10.22審査会合資料)

１． 地震動評価に用いる地下構造モデルの設定
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地震観測記録を用いた地盤の同定解析（フーリエ振幅スペクトル比）

同定結果（No.1 1993年北海道南西沖地震） 同定結果（No.2 1993年北海道南西沖地震・余震） 同定結果（No.3 1993年北海道南西沖地震・最大余震）

No.1 1993年北海道南西沖地震
同定された地盤モデル

No.2 1993年北海道南西沖地震・余震
同定された地盤モデル

No.3 1993年北海道南西沖地震・最大余震
同定された地盤モデル

○３地震について成分毎に同定された地盤モデルによるフーリエ振幅スペクトル比は，観測記録のフーリエ振幅比と傾向は対応している。

再掲(R3.10.22審査会合資料)

１． 地震動評価に用いる地下構造モデルの設定
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地震観測記録を用いた地盤の同定解析

同定解析結果（Ｓ波速度）
同定解析結果（Ｐ波速度）
ＰＳ検層結果 （Ｓ波速度）
ＰＳ検層結果 （Ｐ波速度）

○同定解析により得られた減衰定数は大きめの値となっている
○地下構造モデルの設定では，同定解析により得られた減衰定数を基に，地震

動評価上安全側にＱ値＝100（減衰定数ｈ＝0.005）としている

Ｖｓ，Ｖｐ同定解析結果

-250

-200

-150

-100

-50

0

0 500 1000 1500 2000 2500 3000 3500

速度（m/s）

標
高
（
m）

Ｐ波速度，Ｓ波速度 減衰定数ｈ（水平） 減衰定数ｈ（鉛直）

○同定解析によるＰ波速度・Ｓ波速度の傾向は，
ＰＳ検層結果と概ね整合

○同定解析によるＰ波速度・Ｓ波速度を用いて，
標高-250m以浅の地下構造モデルを設定
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ｈ
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数
ｈ
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減
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数
ｈ

周波数（Hz）

0.001

0.010

0.100

1.000

0.1 1 10 100

減
衰
定
数
ｈ

周波数（Hz）

同定解析結果（ｈ（ｆ）＝0.72×ｆ－0.79）
Ｑ値100（ｈ＝0.005）

同定解析結果（ｈ（ｆ）＝0.33×ｆ－0.71）
Ｑ値100（ｈ＝0.005）

再掲(R4.5.13審査会合資料)

１． 地震動評価に用いる地下構造モデルの設定
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地下構造モデルの設定方法（標高-250m～標高-990m）

標高 
(m) 

層厚 
(m) 

密度ρ 
(g/cm３) 

Ｓ波速度 
Ｖｓ(m/s) 

Ｐ波速度 
Ｖｐ(m/s) 

Ｑ値 

0～ 

-56 
56 

地震観測点 

PS 検層結果 

地震観測点 

ボーリングデータ 

地震観測記録による同定解析結果 

（初期値は PS 検層結果） 

地震観測記録による 

同定解析結果を基に

安全側に設定 
-56～

-250 
194 

-250～

-430 
180 

１号機原子炉建屋 

PS 検層結果 

１号機原子炉建屋 

ボーリングデータ 
１号機原子炉建屋 PS 検層結果 

標高-250m 以浅 

の設定値を用いる -430～

-990 
560 

-990～

-2000 
1010 

弾性波 

探査結果 

ρ＝0.31Vp1/4 

物理探査 

ハンドブック

（1999） 

Vp と Vs の関係式 

により設定 

太田ほか（1985） 

弾性波 

探査結果 

標高-250m 以浅 

の設定値を用いる 

-2000

～ 
－ － 防災科学技術研究所（2005） 

 

○標高-250m～-990mについては，以下の赤枠に示した方法により地盤モデルの諸元を設定している。次頁以降に設定に用い
た検討結果を示す。

再掲(R3.10.22審査会合資料)

１． 地震動評価に用いる地下構造モデルの設定
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１号機原子炉建屋ＰＳ検層結果

１号機原子炉建屋PS検層結果

-1000

-900
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-700
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-100

0

0 500 1000 1500 2000 2500 3000 3500

速度（m/s）

標
高
（
m）

Vs

Vp

１号機原子炉建屋

ボーリング位置

ボーリング位置図

１号機

２号機

３号機

速度（m/s) 主とする地質

凝灰角礫岩

凝灰質泥岩

凝灰岩

凝灰質泥岩

凝灰質泥岩

凝灰角礫岩

凝灰岩

１号機原子炉建屋ＰＳ検層結果

○地下構造モデルの設定においては，ＰＳ検層結果の最下層（標高-430m～-620m）
のＰ波速度3100m/sが弾性波探査によるＰ波速度3000m/s層（～標高-990m）と
整合していることを確認し，標高-990mまで続くものとして設定している。

再掲(R3.10.22審査会合資料)

１． 地震動評価に用いる地下構造モデルの設定
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地下構造モデルの設定方法（標高-990m～標高-2000m）

標高 
(m) 

層厚 
(m) 

密度ρ 
(g/cm３) 

Ｓ波速度 
Ｖｓ(m/s) 

Ｐ波速度 
Ｖｐ(m/s) 

Ｑ値 

0～ 

-56 
56 

地震観測点 

PS 検層結果 

地震観測点 

ボーリングデータ 

地震観測記録による同定解析結果 

（初期値は PS 検層結果） 

地震観測記録による 

同定解析結果を基に

安全側に設定 
-56～

-250 
194 

-250～

-430 
180 

１号機原子炉建屋 

PS 検層結果 

１号機原子炉建屋 

ボーリングデータ 
１号機原子炉建屋 PS 検層結果 

標高-250m 以浅 

の設定を用いる -430～

-990 
560 

-990～

-2000 
1010 

弾性波 

探査結果 

ρ＝0.31Vp1/4 

物理探査 

ハンドブック

（1999） 

Vp と Vs の関係式 

により設定 

太田ほか（1985） 

弾性波 

探査結果 

標高-250m 以浅 

の設定を用いる 

-2000

～ 
－ － 防災科学技術研究所（2005） 

 

○標高-990m～-2000mについては，以下の赤枠に示した方法により地盤モデルの諸元を設定している。次頁以降に設定に用
いた検討結果を示す。

再掲(R3.10.22審査会合資料)

１． 地震動評価に用いる地下構造モデルの設定
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敷地周辺で実施した弾性波探査結果

泊発電所

○標高-2200mで地震基盤とみなせる
Ｐ波速度6.0km/ｓの層がみられるも
のの，後段で示す地震発生層の検討
結果を踏まえて，標高-2000mを地震
基盤と設定する。

 

泊発電所

凡 例

○ 観測点

○ 爆破点

Ａ Ｂ

断面線

＋

弾性波探査調査位置

 

Ａ

Ｂ

3.7km/s

4.5km/s

6.0km/s

1.7km/s

3.0km/s

4.5km/s

6.0km/s

測線長 ：約33km

観測点数 ：25点

観測点間隔 ：中央部約1km，周辺部約2km

再掲(R3.10.22審査会合資料)

１． 地震動評価に用いる地下構造モデルの設定
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統計的グリーン関数法に用いた地下構造モデル

○ＰＳ検層結果，弾性波探査結果等を基に，敷地の地震観測記録に基づき設定

解放基盤表面

地震基盤

※１ 弾性波探査結果から標高-2200mが地震基盤（地震発生層上端）と考えられるが，安全側に-2000mに設定

※２ -2000m以深の物性値については（独）防災科学技術研究所（2005）による

標高
(m)

層厚
(m)

密度
ρ

(g/cm3)

Ｓ波速度
Ｖｓ

(m/s)

Ｐ波速度
Ｖｐ

(m/s)
Ｑ値

0～-56 56 2.1 1175 2660 100

-56～-250 194 2.2 1935 3230 100

-250～-430 180 1.9 1350 2700 100

-430～-990 560 1.9 1560 3100 100

-990～-2000※1 1010 2.5 2400 4500 100

-2000※1～ － 2.8※2 3500※2 6400※2 150※2

再掲(R4.5.13審査会合資料)

１． 地震動評価に用いる地下構造モデルの設定
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余白
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２．既往の地下構造モデルの減衰定数に関する検証
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標高 層厚 密度ρ Ｓ波速度 Ｐ波速度

(m) (m) (g/cm３) Ｖｓ(m/s) Ｖｐ(m/s)

0～-56 56 2.1 1175 2660 100

-56～-250 194 2.2 1935 3230 100

-250～-430 180 1.9 1350 2700 100

-430～-990 560 1.9 1560 3100 100

-990～-2000 1010 2.5 2400 4500 100

-2000～ － 2.8 3500 6400 150

Ｑ値

既往の地下構造モデルの減衰定数に関する検証

○既往の地下構造モデルに対して，以下の検討を行う。
○既往の地下構造モデルにおける減衰定数の設定は，日本海東縁部で発生した1993年北海道南西沖地震および余震の３地震の地

震観測記録のみを用いて同定解析（以下，既往の同定解析という。）を実施していることを踏まえ，同定解析結果に余裕を考慮して，
地震動評価上，大きいＱ値（小さい減衰定数）を設定している。

○一方で，泊発電所では，更なる安全性・信頼性の向上を目的に，継続的に敷地地盤における地震観測を実施し，観測データの取得に
努めてきており， 2018年に発生した平成30年北海道胆振東部地震について，敷地で比較的大きな観測記録が得られている。

○以上を踏まえ，新たに得られた平成30年北海道胆振東部地震を含めた地震観測記録を用いて，改めて同定解析を行い，既往の地
下構造モデルの減衰定数の検証を行う。

○なお，標高ｰ250m以浅で地震観測記録が得られていることを踏まえ，標高ｰ250m以浅について，改めて評価を行う。

既往の地下構造モデル

解放基盤表面

地震基盤

地下構造モデル
の検証
（Ｑ値（減衰定数）
の検証）

① 北海道胆振東部地震を含めた地震観測
記録を用いて，改めて地盤同定を実施

② 改めて実施した同定解析結果と既往の同
定解析結果との比較検討を実施

③ 比較検討結果を踏まえ，地下構造モデル
のＱ値（減衰定数）を検証

２． 既往の地下構造モデルの減衰定数に関する検証
再掲(R4.5.13審査会合資料)
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北緯 東経 NS EW
1 1993年釧路沖地震  1993/01/15 20:06:07 42.920 144.353 101 7.5 313 11 5
2 1993年北海道南西沖地震  1993/07/12 22:17:11 42.782 139.180 35 7.8 113 49 54
3 積丹半島北西沖  1993/07/12 23:01:49 43.135 139.533 37 4.7 81 1 2
4 積丹半島北西沖  1993/07/12 23:04:24 43.022 139.457 35 5.4 86 5 11
5 北海道南西沖  1993/07/13 03:10:55 42.665 139.245 22 4.7 112 1 1
6 北海道南西沖  1993/07/13 03:17:20 42.930 139.360 32 4.8 95 1 1
7 北海道南西沖  1993/07/13 03:25:56 42.887 139.232 20 4.8 106 2 2
8 北海道南西沖  1993/07/13 04:50:06 42.838 139.310 0 4.3 101 1 1
9 積丹半島北西沖  1993/07/13 05:54:40 43.093 139.327 6 4.5 97 1 1

10 北海道南西沖  1993/07/13 06:46:52 42.692 139.320 26 4.4 105 1 1
11 積丹半島北西沖  1993/07/13 07:34:15 43.012 139.517 28 4.1 81 1 2
12 北海道南西沖  1993/07/13 10:16:49 42.872 139.475 1 4.4 87 1 1
13 北海道南西沖  1993/07/13 14:32:52 42.613 139.240 24 4.2 114 1 1
14 北海道南西沖  1993/07/13 16:48:53 41.958 139.375 30 3.8 152 0.2 0.2
15 北海道南西沖  1993/07/13 21:36:25 42.683 139.412 0 5.2 98 3 5
16 北海道南西沖  1993/07/14 00:25:18 42.865 139.223 29 4.7 107 1 2
17 北海道南西沖  1993/07/14 17:18:27 42.933 139.300 32 4.4 100 1 1
18 積丹半島北西沖  1993/07/14 17:21:41 43.048 139.287 22 3.9 100 1 1
19 積丹半島北西沖  1993/07/15 02:34:17 43.055 139.323 31 3.7 97 1 1
20 北海道南西沖  1993/07/15 11:01:26 42.430 139.308 29 4.7 119 1 1
21 積丹半島北西沖  1993/07/15 11:47:29 43.082 139.263 32 4.3 102 2 4
22 積丹半島北西沖  1993/07/15 12:12:42 43.262 139.380 31 5.0 95 1 1
23 積丹半島北西沖  1993/07/16 04:36:10 43.238 139.355 36 4.3 97 1 1
24 北海道南西沖  1993/07/16 04:37:36 42.647 139.128 16 5.3 121 1 1
25 積丹半島北西沖  1993/07/16 21:55:02 43.008 139.405 38 3.8 90 2 4
26 北海道南西沖  1993/07/24 02:22:40 42.990 139.278 27 3.6 101 1 1
27 北海道南西沖  1993/07/25 03:46:54 42.498 139.330 35 4.6 114 1 1
28 1993年北海道南西沖地震最大余震  1993/08/08 04:42:43 41.958 139.882 24 6.3 131 7 5
29 1994年北海道東方沖地震  1994/10/04 22:22:56 43.375 147.673 28 8.2 583 4 5
30 1999年積丹半島北西沖  1999/03/15 18:44:54 43.416 139.177 28 4.5 116 2 1
31 根室半島沖  2000/01/28 23:21:08 43.008 146.744 59 7.0 508 2 1
32 青森県東方沖  2001/08/14 05:11:24 40.996 142.437 38 6.4 277 1 1
33 宮城県沖  2003/05/26 18:24:33 38.821 141.651 72 7.1 478 1 1
34 2003年十勝沖地震  2003/09/26 04:50:07 41.779 144.079 45 8.0 325 7 8
35 十勝沖  2003/09/26 06:08:01 41.710 143.692 21 7.1 300 3 3
36 十勝支庁南部  2004/06/11 03:12:10 42.322 143.131 48 5.2 229 1 1
37 釧路沖  2004/11/29 03:32:14 42.946 145.276 48 7.1 388 - -
38 根室半島南東沖  2004/12/06 23:15:11 42.848 145.343 46 6.9 395 - -
39 留萌支庁南部  2004/12/14 14:56:10 44.077 141.700 9 6.1 150 1 2
40 釧路沖  2005/01/18 23:09:06 42.876 145.007 50 6.4 367 1 1
41 宮城県沖  2005/08/16 11:46:25 38.150 142.278 42 7.2 563 1 1
42 北海道西方沖  2005/12/13 06:01:37 43.209 139.414 29 5.5 91 - -
43 北海道南西沖  2010/03/30 10:02:51 43.192 138.578 25 5.8 158 2 3
44 東北地方太平洋沖地震  2011/03/11 14:46:18 38.104 142.861 24 9.0 583 3 2
45 岩手県沖  2011/03/11 15:06:10 39.045 142.398 29 6.5 471 1 1
46 岩手県沖地震  2011/06/23 06:50:50 39.948 142.591 36 6.9 384 1 1
47 宮城県沖  2011/04/07 23:32:43 38.204 141.920 66 7.2 550 - -
48 三陸沖  2011/07/10 09:57:07 38.032 143.507 34 7.3 611 0.4 0.3
49 十勝地方南部  2012/08/25 23:16:17 42.328 143.111 49 6.1 227 1 1
50 三陸沖  2012/12/07 17:18:30 38.020 143.867 49 7.3 625 - -
51 十勝地方南部  2013/02/02 23:17:36 42.702 143.227 102 6.5 225 1 1
52 胆振地方中東部  2014/07/08 18:05:24 42.648 141.267 3 5.6 75 2 2
53 浦河沖  2016/01/14 12:25:33 41.970 142.800 52 6.7 222 1 2
54 内浦湾  2016/06/16 14:21:28 41.948 140.987 11 5.3 127 - -
55 北海道西方沖  2016/12/08 19:58:55 43.543 140.720 11 4.5 59 - -
56 平成30年北海道胆振東部地震  2018/09/06 03:07:59 42.690 142.007 37 6.7 128 7 7
57 胆振地方中東部  2018/09/06 03:20:11 42.578 141.942 31 5.5 127 - -
58 胆振地方中東部  2018/09/06 06:11:30 42.682 142.012 36 5.4 129 - -
59 日高地方西部  2018/09/30 17:54:04 42.548 141.988 37 4.9 132 - -
60 北海道南西沖  2018/11/12 10:44:52 42.810 139.223 33 4.4 108 1 2
61 胆振地方中東部  2019/02/21 21:22:40 42.765 142.003 33 5.8 125 1 2
62 十勝地方南部  2019/04/28 02:24:47 42.560 142.878 102 5.6 201 1 1
63 胆振地方中東部  2021/01/27 14:06:52 42.710 142.020 128 5.4 128 - -
64 福島県沖  2021/02/13 23:07:51 37.728 141.698 55 7.3 598 - -

№ 地名または地震名 年月日
震央位置 震源深さ

(km)
M

震央距離
(km)

最大加速度(Gal)
1,2号炉観測点
（標高+2.3m）

泊発電所における観測記録一覧

1923年～2012年 気象庁地震カタログ
2013年以降 気象庁ホームページ
―：３号炉観測点でのみ観測された地震

○地盤同定解析に用いる検討対象地震については，泊発電
所で観測された左記の地震を対象とする。

○左記の地震のうち，適切な伝達関数を評価するため，震央
距離200km以内の地震および泊発電所における標高
+2.3m観測点の最大加速度5Gal以上の記録を選定する。

震央距離200km以内の地震
かつ

最大加速度5Gal以上の記録を選定

泊発電所において観測された地震
（1993年1月～2021年2月：64地震）

地盤同定解析に用いる検討対象地震

1993年北海道南西沖地震
積丹半島北西沖
（1993年北海道南西沖地震・余震）
1993年北海道南西沖地震・最大余震
平成30年北海道胆振東部地震

再掲(R4.1.14審査会合資料)
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泊発電所

№1

№2

№3

 

No 発生年月日
震央位置 深さ

(km)

マグニ
チュード

Ｍ

震央
距離
(km)

地 名
（地震名）東経(°) 北緯(°)

1 1993. 7.12 139.180° 42.782° 35 7.8 113
北海道南西沖

（1993年北海道南西沖地震）

2 1993. 7.12 139.457° 43.022° 35 5.4 86
積丹半島北西沖

（1993年北海道南西沖地震・余震）

3 1993. 8. 8 139.882° 41.958° 24 6.3 131
北海道南西沖

（1993年北海道南西沖地震・最大余震）

4 2018.9.6 142.007° 42.690° 37 6.7 128
胆振地方中東部

（平成30年北海道胆振東部地震）

地震観測記録を用いた減衰定数の同定解析

※ １，２号炉観測点で観測
※ 地震の諸元は気象庁地震カタログ

同定解析に用いた地震観測記録

地震計の設置レベル配置図

○標高0m～-250mの減衰定数は平成30年北海道胆振東部地震を
含めた４つの地震観測記録を用いた同定解析により設定。

ＰＮ

Ｎ

№4

再掲(R4.1.14審査会合資料)

２． 既往の地下構造モデルの減衰定数に関する検証
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地震観測記録を用いた減衰定数の同定解析

○標高0m～-250mの減衰定数について，地震観測記録の観測点間の伝達関数に適合するように同定。
○密度はボーリングデータ，層厚および層数はＰＳ検層結果に基づき設定。
○Ｐ波速度およびＳ波速度は，既往の地盤モデルの値で固定。
○減衰定数は周波数依存型減衰とする。

ｈ（ｆ）＝ｈ０×ｆ－α ｆ ： 周波数
ｈ０ ： 1Hzにおける減衰定数
α ： 周波数依存の度合い

○同定された地盤モデルによる伝達関数は，観測記録の伝達関数と傾向が概ね整合している。

伝達関数

水平方向

鉛直方向

観測記録
同定結果

観測記録
同定結果

標高+2.3m/標高-90m 標高-90m/標高-250m標高+2.3m/標高-250m

標高+2.3m/標高-90m 標高-90m/標高-250m標高+2.3m/標高-250m

※点線は，既往結果

※点線は，既往結果

再掲(R4.1.14審査会合資料)

２． 既往の地下構造モデルの減衰定数に関する検証
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地震観測記録を用いた減衰定数の同定解析

同定解析結果（ｈ（ｆ）＝0.42×ｆ－0.77）
既往同定解析結果（ｈ（ｆ）＝0.33×ｆ－0.71）
Ｑ値100（ｈ＝0.005）

○平成30年北海道胆振東部地震の観測記録を含めた地震観測記録を用いて同定解析を行った結果，既往の同定解析と概ね同等の
結果が得られたことから，観測記録を追加することで評価結果の信頼性が向上していると考えられるとともに，既往の同定解析にお
いても，地盤の減衰特性は，評価できているものと考えられる。

○また，平成30年北海道胆振東部地震の観測記録を踏まえた同定解析結果および既往の同定解析結果ともに解析対象周波数の
15Hz以下において，減衰定数4％以上が得られていることから，既往の地下構造モデルで設定した減衰定数0.5%は，大きな裕度を
持った設定となっていると考えられる。

減衰定数ｈ（水平） 減衰定数ｈ（鉛直）

同定解析結果（ｈ（ｆ）＝1.00×ｆ－0.72）
既往同定解析結果（ｈ（ｆ）＝0.72×ｆ－0.79）
Ｑ値100（ｈ＝0.005）

再掲(R4.5.13審査会合資料)

２． 既往の地下構造モデルの減衰定数に関する検証



2424

３．泊発電所から半径30km以内の観測点の地盤情報
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30km

３． 泊発電所から半径30km以内の観測点の地盤情報（SBSH01古平）
再掲(R4.5.13審査会合資料)
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30km

３． 泊発電所から半径30km以内の観測点の地盤情報（SBSH02泊）
再掲(R4.5.13審査会合資料)
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30km

３． 泊発電所から半径30km以内の観測点の地盤情報（SBSH03赤井川）
再掲(R4.5.13審査会合資料)



2828

30km

３． 泊発電所から半径30km以内の観測点の地盤情報（SBSH04共和）
再掲(R4.5.13審査会合資料)
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30km

３． 泊発電所から半径30km以内の観測点の地盤情報（SBSH05倶知安）
再掲(R4.5.13審査会合資料)



3030

30km

３． 泊発電所から半径30km以内の観測点の地盤情報（SBSH06蘭越）
再掲(R4.5.13審査会合資料)
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余白
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４．泊発電所から半径30km以内の観測点の観測記録一覧
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４． 泊発電所から半径30km以内の観測点の観測記録一覧（SBSH01古平）



3434
４． 泊発電所から半径30km以内の観測点の観測記録一覧（SBSH02泊）
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４． 泊発電所から半径30km以内の観測点の観測記録一覧（SBSH02泊）



3636
４． 泊発電所から半径30km以内の観測点の観測記録一覧（SBSH03赤井川）
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４． 泊発電所から半径30km以内の観測点の観測記録一覧（SBSH03赤井川）



3838
４． 泊発電所から半径30km以内の観測点の観測記録一覧（SBSH04共和）
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４． 泊発電所から半径30km以内の観測点の観測記録一覧（SBSH04共和）
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４． 泊発電所から半径30km以内の観測点の観測記録一覧（SBSH05倶知安）



4141
４． 泊発電所から半径30km以内の観測点の観測記録一覧（SBSH05倶知安）
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４． 泊発電所から半径30km以内の観測点の観測記録一覧（SBSH06蘭越）
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４． 泊発電所から半径30km以内の観測点の観測記録一覧（SBSH06蘭越）
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４． 泊発電所から半径30km以内の観測点の観測記録一覧（SBSH06蘭越）
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余白


